
第１６２号 
16100部発行 

月刊武松 
市政を考える 

       たけまつ    ただし  

頒布責任者： 武松 忠 
武松政策研究会  

〒256-0815 小 田原市小八幡 3-4-40  

FAX 04 65- 49- 35 77  

E-mail   :   t take mat@hk .airne t.ne.jp  

http://www6.airn et.ne.j p/take matu/  

発行日  

１７/３/１ 

 たけまつ  ただし 

頒布責任者： 武松 忠(市議会議員) 
武松政策研究会 

月刊武松 第１６２号  武松政策研究会 討議資料 

 市民ホール整備の要求水準書素案が示されました

が、横浜地方検察庁小田原支部の建替えに伴う土地

交換の話もあり、まだ用地が確定していません。 

■要求水準書骨子について 

 シンプルで使いやすく、 質の良いホールを整備

することを前提に、 次のとおり、 市民ホールに必

要な諸室とその考え方を示す。  
 

必要諸室及びその考え方 

ア 大ホール系機能客席数 

 1000席以上で、 多様な演目に対応することが

出来る多目的ホール。  
 

イ 小ホール系機能 

 客席数200席以上で、 主に市民が発表、 上演す

ることを想定したホール。 段床式可動席とし、 平

土間としての利用を可能とする。  
 

ウ 展示系機能及び創造系、支援

系機能 

 展示系機能及び創造系、支援

系機能の諸室を合計で300㎡程

度配置する。これに加えて、平

土間とした小ホールにも展示系

機能及び創造系、支援系機能を

確保するとともに、交流系機能

のオープンロビーでも展示を可

能とする。  
 

エ 交流系機能 

 インフォメーション、情報

コーナー等を備えたオープンロ

ビーを配置する。 
 

オ 管理系機能 

 その他施設を運営するうえで

必要最低限な管理事務室、 機械

室に加え、 必要な倉庫、 さらに

授乳など多目的に利用できる場

所を確保する。  

１５５,９３３円 
情報公開の第一歩 政治資金を見えるようにします。 

印刷代(月刊武松印刷代)         ２７,９２４円 

交通費(駐車場、燃料代、高速代)    １９,９５９円 

通信費(携帯電話代､折込代､郵送代)１０８,０５０円   

支出計 16/12/1～17/2/28       １５５,９３３円 
 

寄付 Yさん、Kさん       １４,０００円 

１２月～２月の支出(図書､備品、慶弔、飲食除く) 

市民ホール要求水準書素案市民ホール要求水準書素案市民ホール要求水準書素案!?!?!?   
建設用地が未だ確定せず建設用地が未だ確定せず建設用地が未だ確定せず      

 駐車場は、敷地内には業務を行ううえで必要な台

数分を確保し、車での来場者は周辺の駐車施設の利

用を基本とするが、車いす使用者用駐車は配置する

とともに、 高齢者や障がい者の送迎については配慮

する。 
 

■整備手法 

 設計を重視した設計交渉･施行タイプ（DB方式） 
 

■スケジュール及び審査方法について 

 2017年６月末迄 要求水準書作成 

     ８月下旬 一次審査 ｺﾝｾﾌﾟﾄ、配置、設計他 

     １１月  二次審査 基本計画、ﾃﾞｻﾞｲﾝ他  

 2018年１月下旬 協定締結･設計契約 

 2019年３月下旬 工事契約  

 2021年３月   竣工 

     上半期  オープン    

図１ 想定配置図 
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横浜地方検察庁 小田原支部 

横浜地方裁判所 小田原支部 

大ホール 

１０００席以上 

小ホール 

２００席以上 

 

 

 

民有地 

市民ホール用地だが 

検察庁との用地交換 

交渉中 
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武松政策研究会からのお知らせ 

    ３月の個人議会報告会は、都合により中止します。 

５月３日は、北條五代祭り！今年も髭を伸ばします。 
 

 ５/３北條五代祭りにて氏綱公役 → 
   
 

 

HPは、「たけまつただし」で検索！  月刊武松バックナンバー全て掲載しています。 

         twitter ： @ttakemat 

facebook :  https://www.facebook.com/tadashi.takematsu 
 

 寄付は、ジャパンネットバンク 本店 普通口座 ７９４１３７７ タケマツタダシ  

     さがみ信用金庫 国府津支店 普通口座 ００５１２２８ 武松政策研究会 武松忠 まで 

 小田原市･南足柄市「中心市のあり方」に関する

任意協議会が行われていますが、都市制度である中

核市となると現在の小田原市の施行時特例市とどの

ような事務が増えるかまとめます。 

 改正地方自治法（2015年4月1日施行）により、

特例市制度が廃止され、中核市の人口要件が３０万人

以上から、２０万人以上に引き下げられました。また

改正法施行の時点で既に特例市であった小田原市

は、経過措置として、従来の特例市の事務権限を引

き続き保持し、2020年4月1日までに限り、人口が

20万人未満になっていたとしても中核市に移行でき

ます。 

 中核市になる手続きは、 

中核市と施行時特例市の違い ・政令で指定（市の申し出により総務大臣が立案） 

・市は、予め、市議会の議決を経て、県の同意（県 

 議会の議決）を得なければならない。 

 表１に中核市と施行時特例市の処理する主な事務

を示します。 

 表１中で、市に最も負担が大きいものは、保健所

の設置です。現在、県の合同庁舎内に小田原保健福

祉事務所があり、小田原市と足柄下郡３町を管轄し

ています。保健福祉事務所の職員は、医師、保健

師、管理栄養士、衛生監視員等の専門職種が57名

と一般事務17名の正規職員が勤務しており、非正

規雇用を含め99名にもなります。 

 小田原市が中核市となると合同庁舎にあるにもか

かわらず、市役所内に数十名規模の専門職の雇用や

検査機器や測定器類の整備が必要になり、まさに二

重行政です。 中核市になる必要はありません。 

 中核市 施行時特例市 

概要 

政令指定都市が処理することができる事

務のうち、都道府県がその区域にわたり

一体的に処理することが中核市が処理す

ることに比して効率的な事務を除き、中

核市に対して移譲するものである。 

中核市が処理することができる事務のうち、都道

府県がその区域にわたり一体的に処理することが

特例市が処理することに比して効率的な事務を除

き、特例市に対して移譲するものである。 

保健衛生 

保健所の設置 

飲食店営業等の許可 

旅館業・公衆浴場の経営許可 

浄化槽設置等の届出受理 

温泉の利用許可 

 

福祉 

身体障害者手帳の交付 

養護老人ホームの設置認可・監督 

母子・寡婦福祉資金の貸付け 

 

環境保全  

ばい煙発生施設の設置の届出受理 

産業廃棄物の収集運搬業者や処分業者に

対する措置命令 

一般粉じん発生施設の設置の届出受理 

汚染又は廃液を排出する施設の設置の届出の受理 

汚染土壌処理業の許可の申請の受理及び許可 

都市計画等 
屋外広告物の条例による設置制限 

サービス付き高齢者向け住宅事業の登録 

土地区画整理組合の設置の認可 

宅地造成の規制区域内における宅地造成工事の許可 

市街化区域又は市街化調整区域内の開発行為の許可 

その他 県費負担教職員の研修 計量法に基づく勧告、定期検査 

表１ 中核市と施行時特例市の処理する主な事務 


